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研究成果の概要（和文）：　PACLの中でも、公表を先行させることが決まっている契約の履行および不履行に関
する作業を継続した。とくに契約の不履行に関して、PACLフォーラムを３回開催したことは特筆に値する。すな
わち、第１回目は５月に東京にて、第２回目は１１月にソウルにて、第３回目は３月に再び東京においてPACLフ
ォーラムを開催した。その結果、不履行に関しては、メンバー間での共通理解も深まり、各自の分担執筆部分も
確定させることができた。
　もともと、第３回のフォーラムは、契約の履行に関する作業に充てる予定であったが、この部分をメインで担
当する中国チームの不手際により、急遽、不履行の議論をすることになったものである。

研究成果の概要（英文）：The Chapters on Performance and Non-performance were discussed in priority 
for an easier publication. On the Chapter on Non-performance, PACL Forums were held 3 times: the 
first in May in Tokyo, the second in November in Seoul, the third in March in Tokyo once again.
Originally, the subject of the Forum in March in Tokyo was supposed to be the Chapter on 
Performance, but, due to the failure of the Chinese group for the preparation, the subject had to be
 changed to the Non-performance.
Thanks to an intensive discussion throughout the year, the common understanding among the members 
regarding the principles of non-performance has been deepened.

研究分野：民法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 ●１―西欧諸国における国際取引法の統一
の試みは、20 世紀初頭に着想され、同世紀中
葉以降には様々な具体的成果を挙げている。
国際物品売買契約に関する国際連合条約
（CISG：1974）は、条約という形でかかるル
ールを定立したものであり、国際商事契約法
原則（UNIDROIT：1994）、ヨーロッパ契約法
原則（PECL：1994）、共通参照枠草案（DCFR：
2009）等は、国際的な研究グループがモデル
法を提示する試みであった。これらはいずれ
も、各国の研究者の共同研究の成果であり、
きわめて高い学術的水準を誇っている。これ
に対して、わが国を含むアジア諸国の民法学
は、西欧法の継受をその淵源とすることから、
西欧諸国との「タテ」の比較法研究が盛んに
なされる一方、アジア相互での「ヨコ」の学
術的対話の機会をもたないという、アンバラ
ンスな発展を辿ってきている。しかし、近時
では、日本・韓国・中国等により、東アジア
共通私法を模索する研究動向が活発化してい
る。のみならず、アジア圏内での取引法統一
の必要性とそれに向けての提言が行われる等
（北川善太郎「日本の契約法とモデル契約法」
韓中日民商法学創刊号99（2007））、いまや
実務的使用に堪え得る統一ルールを構築する
必要性が強く意識されている。 
 代表者は、かかる要請に応える理論と実践
の試みとして、アジア各国の契約法研究者に
よる共同研究を行い、それによって東アジア
各国の法の現状を横断的に考察するとともに、
その成果をもとにして、統一的モデルルール
としてのPACL（契約総則編）を構築すること
をいち早く着想し、既にその実現に向けて努
力を重ねてきた（当初の研究マニフェストと
して、金山直樹「PACL（アジア共通法原則）
の意義と課題」ジュリスト1406号（2010年）
102～108頁参照）。 
●２―代表者は、これまで、韓世遠教授（中
国精華大学）、李英俊教授（韓国アジア私法
研究所所長）とともに（両名とも業績12 に寄
稿）、東アジア各国の法学者の学識を基盤と
する統一私法の制定に向けての具体的構想を
練ってきた。三名は、各自の広い人的交流を
頼ってアジア各国の第一線の研究者を募り、
2010年3月7～9日に慶應義塾大学にて開催さ
れた第１回フォーラムを皮切りに、今日まで、
平均で年2回、PACL 制定に向けての共同研究
集会を重ねてきた。そこでの議論は、共同研
究の基礎となる条文を作成することに注力さ
れ、その成果たる86 条の条文（「原案」とい
う）の骨子は、2012年の日本比較法学会のシ
ンポジウムにおいて発表された（NBL973〜977
号の関連論文、および、比較法研究74号127
〜168頁参照）。のみならず、「原案」は、代
表者の欧文論稿（Naoki Kanayama, PACL 
(Principles of Asian Civil/Commercial Law), 
Revue des contrats, 2010/3, p. 995-1006 ; 
PACL (Principles of Asian Civil Law), in : 
Mélanges Jean-Louis Baudouin, sous la 

direction de Benoît Moore, Éditions Yvon 
Blais, 2012, p. 393-419、および、後掲業績
（図書）15）によって世界に発信されたこと
で、国連文書にて言及され（United Nations 
Commission on International Trade Law, 
Forty-fifth session, Possible future work 
in the area of international contract law, 
25 June-6 July 2012, p.6 ） 、 Oxford 
University Press からの出版打診を受ける
など、世界的な注目を惹いた。その後、参加
メンバーからは、各国の比較法研究をさらに
充実させ、アジアにおける契約法の基礎を熟
慮する必要が強く指摘された。そこで、2012 
年3月5～7日に開催された第７回大会におい
て、出版に向けて、「原案」とこれまでの共
同研究体制を基礎としつつ、各国法の状況を
詳細な研究報告によって照応することで、よ
り包括的かつ横断的な比較法研究を行い、
PACL（契約総則編）「決定版」の策定を目指
すという方針が立てられた。以上が、本研究
を着想するに至った経緯および本研究の目的
である。 
 
２．研究の目的 
 本研究の基本構想は、関係各国の積極的参
加による東アジア横断的比較法研究の成果
に基づき、アジアにおける法運用の実態に根
差した統一的モデルルールとして、PACL
（Principles of Asian Contract Law）を完
成することである。その目的は、学術的には、
①西欧主導によらないモデル法を完成し、世
界に発信すること、②モデル法構築に向けた
各国間の比較法研究を通じ、契約法に「アジ
ア的特質」なるものを見出し得るかを検証す
ること、実務的には、①法典だけからは知り
得ない各国の法運用実態を明らかにし、その
実状に即した統一ルールを提示することで、
アジア圏における取引コストの低減に寄与
すること、②契約法の一つの模範型を示すこ
とにより、アジアの法制度未発展国における
ボトムアップ型の法整備支援に寄与するこ
と、にある。 
 
３．研究の方法 
 「PACL（契約総則編）」を完成させるため
に、アジア各国のメンバーとともに、年２回、
二段階の国際フォーラムを開催する。①比較
法研究フォーラム：原案に関する各国ナショ
ナルリポート（以下、「NR」と略称する）を
元に、PACL 条文を比較法的に検討する。②
条文審議フォーラム：比較法研究フォーラム
の成果を元に、原案を再検討し、PACL 条文
の決定版を採択する。国内においては、本研
究計画全メンバー参加のもと、NR（日本版）
作成、PACL 決定版審議のための準備研究会
を行う（月１回）。準備研究会を経て、代表
者および各テーマ責任者が、各フォーラムに
参加する。各年度につき１章ずつ研究を進め、
二段階の PACL フォーラムを経て、条文等を
完成させる。最終年度には、代表者と共編者



（韓世遠、李英俊）が PACL 全体を整理し、
出版原稿をまとめる。 
 
４．研究成果 
 本科研費研究においては、諸般の事情から、
PACL の総則規定の中でも、優先的に取り組む
ことになった二つの分野に関する研究を進
めた。それは、契約の「履行」および「不履
行」である。まず、アセアン＋日本・中国・
韓国のメンバー国の法について、各メンバー
がナショナルレポートを作成することにな
った。その内容は、その時点までに採択され
た「履行」および「不履行」に関する PACL
の条文に則して、(1)各国の法の現状を説明
し、(2)理由書において書くべきことを補
充・補正し、さらに、(3)必要であれば採択
条文の改正提案を行うという３つのパート
から成るものであった。 
 このナショナルレポートの作成のため、日
本チームは、毎月研究会を開催し、各自が執
筆部分を分担した上で、完成させた。それが、
"PACL National Report on Performance and 
Non-performance, Japanese 
Group,2013.12.12 " である。このレポート
は、各メンバーに配布され、その後の各国の
ナショナルレポートの範となった。 
 それとともに、未だ十分な充足を見ない
ASEAN 国からのメンバーを募るため、インド
ネシア、マレーシア、ラオスを訪問して、メ
ンバーの勧誘活動を行った。その結果、イン
ドネシアおよびマレーシアからはメンバー
を迎えることができた。 
 各国のナショナル・レポートは、その後、
Asian Private Law Review, no 7 special: A 
study on Draft Articles, Principles of 
Asian Contract Law: Performance and 
Non-performance II, edited by Young June 
Lee, 2016, p.339 として刊行された。それを
受けて、優先課題たる契約の「履行」および
「不履行」に関して、第二草案の起草に向け
て、日本チームによる研究会が開催されると
ともに、各国のメンバーを招聘して PACL フ
ォーラムが開催された。そこでは、①新たな
参加国メンバー（シンガポール、カンボジア、
マレーシア、インドネシア、タイ）のオリエ
ンテーションを兼ねて、②これまでの成果を
確認するとともに、③条文上、不明確な点や
問題となりそうな点をピックアップした。議
事録を録音して終了後直ちに文字化し、メン
バーにも配布することによって、目に見える
形でフォーラムの成果を確認した。 
 その後、数回のフォーラムを経て、「不履
行」の部分につき条文を確定することができ
た。この部分は、とくに重点的に議論をする
ことができたので、メンバー間で、PACL の目
指す契約観についての共通の理解を得るこ
とが出来た。これは、極めて重要な成果だと
いうことができる。なぜなら、共通法の試み
は、少なくともメンバーの間で条文の背後に
ある契約観に関する共通の理解が一定程度

なければ、話にならないからである。とくに、
コモンロー圏のメンバーも擁する PACL にお
いては、その必要性は高い。 
 なお、特筆すべきは、メンバーの金山・鹿
野・沖野・三枝・田岡が、「約款」をテーマ
とするシカゴ大学との共同セミナー（於・慶
應義塾大学）において、あるいは司会を担当
し、あるいは報告を担当し、あるいは議論に
積極的に参加したことである。グローバル化
の「文法」たる英米契約法の基礎および現代
的展開を生の形で感得することができ、今後
PACL において何をどう表現すべきかについ
て、有益な示唆を得た。 
 以上、当初の目標から考えると、全体とし
ての PACL の歩みが遅いことは認めなければ
ならない。だが、あせってはならない。アジ
ア発の共通法の試みについては、世界の注目
が集まっているからである。つまり、PACL は、
世界から、アジア法学、ひいては日本法学の
質が評価される試金石となっているのであ
る。だから、たとえ時間がかかっても、世界
に出しても恥ずかしくない成果を公表しな
ければならない。 
 今後の予定としては、履行・不履行に限っ
ても、①分担者による原稿の執筆、②全体を
統括する視点からの修正・加筆、③公表とい
うプロセスが待っている。①は、「理由」お
よび「設例」から成る 『コメント』、ならび
に、 各国の法を PACL の条文との関係で位置
づける『比較法ノート』から成る予定である。
願わくば、近々に、少なくともその部分の完
成の日を迎えることを。そして、契約総則に
ついても、残された課題は多い。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
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